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第 ３ 回  熊本県議会  農林水産常任委員会会議記録 

 

令和５年10月３日(火曜日) 

            午前９時59分開議 

            午前11時36分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

議案第１号 令和５年度熊本県一般会計補

正予算(第３号) 

議案第12号 令和５年度農林水産関係の建

設事業の経費に対する市町村負担金(地

方財政法関係)について 

議案第13号  令和５年度農地海岸保全事業

及び漁港海岸保全施設整備事業の経費に

対する市町負担金について 

議案第14号  令和５年度県営土地改良事業

の経費に対する市町村負担金について 

議案第21号  工事請負契約の締結について 

議案第55号 令和５年度熊本県一般会計補

正予算(第４号) 

報告第１号 専決処分の報告について 

報告第26号 一般社団法人熊本県野菜価格

安定資金協会の経営状況を説明する書類

の提出について 

報告第27号 公益社団法人熊本県畜産協会

の経営状況を説明する書類の提出につい

て 

報告第28号 公益財団法人熊本県農業公社

の経営状況を説明する書類の提出につい

て 

報告第29号 公益社団法人熊本県林業公社

の経営状況を説明する書類の提出につい

て 

報告第30号  公益財団法人熊本県林業従事

者育成基金の経営状況を説明する書類の

提出について 

報告第31号  公益財団法人くまもと里海づ

くり協会の経営状況を説明する書類の提

出について 

 閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

報告事項 

①大雨(６／28～７／３)による農林水産

関係被害及び対応について 

②宅地造成及び特定盛土等規制法(盛土

規制法)への対応について 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(８人) 

        委 員 長 竹 﨑 和 虎 

        副委員長 中 村 亮 彦 

        委  員 前 川   收 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 山 口   裕 

        委  員 橋 口 海 平 

委  員 前 田 敬 介 

委  員 髙 井 千 歳 

欠 席 委 員(なし)         

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 農林水産部 

         部 長 千 田 真 寿 

       政策審議監 深 川 元 樹 

      生産経営局長 中 島   豪 

      農村振興局長 清 藤 浩 文 

        森林局長 中 尾 倫 仁 

        水産局長 渡 辺 裕 倫 

    農林水産政策課長 藤 由   誠 

団体支援課長 楠   ゆみ子 

 流通アグリビジネス課長 林 田 慎 一 

首席審議員 

     兼農業技術課長 髙 野   真 

      農産園芸課長 德 永 浩 美 

首席審議員兼畜産課長 鬼 塚 龍 一 

  農地・担い手支援課長 山 本 剛 士 

       首席審議員 

兼農村計画課長 青 木 公 平 

      農地整備課長 永 田   稔 
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     むらづくり課長 野 入 正 憲 

      技術管理課長 岩 田 長 起 

      森林整備課長 宮 脇   慈 

      林業振興課長 廣 田 邦 彦 

森林保全課長 大 和 一 浩 

      水産振興課長 森 野 晃 司 

    漁港漁場整備課長 谷 水 秀 行 

農業研究センター所長  本 亮 治 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 平 江 正 博 

   政務調査課課長補佐 松 本  泰 明 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○竹﨑和虎委員長 それでは、ただいまから

第３回農林水産常任委員会を開会いたしま

す。 

 まずは、前回の委員会以降に執行部幹部職

員の異動があっておりますので、順次自己紹

介をお願いいたします。 

  （農林水産政策課長～農産園芸課長の順

に自己紹介） 

○竹﨑和虎委員長 それでは、本委員会に付

託された議案を議題とし、これについて審査

を行います。 

 執行部からの説明及び質疑応答は、効率よ

く進めるために、着座のまま、簡潔にお願い

します。 

 初めに、千田農林水産部長から総括説明を

行い、続いて、担当課長から順次説明をお願

いいたします。 

  

○千田農林水産部長 おはようございます。 

 初めに、８月の管外視察では、執行部も同

行させていただき、ありがとうございまし

た。豚熱対応のために、私と鬼塚畜産課長は

途中で離れることとなり、大変失礼いたしま

したが、視察の中で、委員の皆様からいただ

きました御意見や視察で得た知見を今後の施

策に役立てられるよう努めてまいります。 

 それでは、今定例会に提案しております議

案の説明に先立ち、３点御報告させていただ

きます。 

 まず、令和５年梅雨前線豪雨による被害へ

の対応です。 

 ６月28日から７月３日にかけて、梅雨前線

が停滞し、記録的な大雨となりました。農林

水産業では、農地への土砂流入や用排水施設

の被害、山腹崩壊など、被害額は約100億円

に上っています。 

 被害箇所の早期復旧とともに、営農再開に

向けた支援に取り組んでいるところです。 

 今回の大雨被害は、８月30日に激甚災害に

指定されたことにより、農地等の復旧事業に

対する補助率は１割程度引き上げられること

になります。 

 今後も台風の襲来も予想されることから、

引き続き、関係機関と連携を図りながら、緊

張感とスピード感を持って対応してまいりま

す。 

 次に、豚熱対策についてです。 

 ８月末に佐賀県唐津市で豚熱が発生したこ

とを受け、本県でも、熊本県豚熱対策会議を

立ち上げ、防疫体制の強化を図ってまいりま

した。国が本県を含む九州全域を豚熱ワクチ

ン接種推奨地域に追加したことから、先月27

日から豚熱ワクチンの接種を開始するととも

に、野生イノシシの検査体制を強化するほ

か、県内で豚熱等が発生した場合に備えた防

疫措置の強化を図っております。 

 国、県内市町村、九州各県としっかり連携

し、危機感を持って取り組んでまいります。 

 最後に、赤潮被害への対応についてです。 

 今年６月から発生した赤潮被害の総額は約

15億円となり、過去４番目の大きな被害とな

りました。原油価格、物価高騰が続く中での

被害であり、本県水産業の中心となる養殖業

が持続可能な産業として維持発展できるよ

う、引き続き、漁業共済加入を促進するとと

もに、必要な支援を行ってまいります。 
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 今後とも、養殖業を営む皆様が意欲を持っ

て安全で安心な養殖魚を消費者へ提供できる

よう、関係市町や漁業団体との連携を強化

し、しっかりと取り組んでまいります。 

 続きまして、今回提案しております議案等

の概要を説明させていただきます。 

 まず、予算関係は、補正予算関係が２件、

条例等関係が４件、報告関係が７件です。 

 補正予算関係として、肥料価格の高騰など

生産コストの上昇に係る農業者に対する支

援、半導体産業の集積に伴う営農継続に向け

た農地の緊急確保対策、物流の2024年問題へ

の対応をはじめとした県産品の流通の効率化

と販路拡大への支援、本年の梅雨前線豪雨に

よる災害復旧等に要する経費を計上しており

ます。これに、豚熱対策の強化や赤潮被害に

遭った養殖漁業者の支援等の追号分を加え、

総額39億8,000万円余の増額補正を提案して

おります。 

 これにより、補正後の現計予算額は、一般

会計、特別会計を合わせて768億円余となり

ます。 

 次に、条例等関係では、農林水産関係の建

設事業の経費に対する市町村負担金３件、工

事請負契約の締結１件を提案しております。

 また、報告事項は、職員の交通事故に係る

専決処分の報告１件、県が出資する公益法人

等の経営状況報告が６件ございます。 

 以上が今回提案しております議案の概要で

す。 

 加えて、その他報告事項として、①６月28

日から７月３日にかけての大雨による農林水

産関係被害及び対応についてのほか、建設常

任委員会との共通の報告事項であります②盛

土規制法に係る規制区域について報告させて

いただきます。 

 詳細については、この後、それぞれ担当課

長から説明させますので、どうぞよろしくお

願い申し上げます。 

 

○竹﨑和虎委員長 次に、付託議案等につい

て、担当課長から資料に従い、順次説明をお

願いいたします。 

  

○藤由農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 農林水産常任委員会の説明資料、予算関係

及び条例等関係について御説明させていただ

きます。 

 資料の４ページをお願いいたします。 

 令和５年度の９月補正予算総括表でござい

ます。これは、先ほど部長の総括説明のとお

りではございますが、表の上段の項目の３列

目、(B)のところですが、ここが９月補正額

となっておりまして、その列の一番下の合計

欄のとおり、農林水産部の９月補正合計額は

29億9,000万円余の増額補正となっておりま

す。 

 次に、(C)の欄が追号分の９月補正額とな

っておりまして、この列の一番下の合計欄の

とおり、総額９億9,000万円余の増額補正と

なっております。 

 これらを合わせました９月補正後の総額

は、一番右下の合計欄のとおり、768億円余

となっております。 

 戻りまして、３ページをお願いいたしま

す。 

 こちらの米印に資料凡例とございますが、

こちら、各予算の該当する事業の説明欄に、

丸新あるいはコロナ対策、７月豪雨、追号と

いう形で記載をしております。これから各課

で御説明させていただきますが、その順番

は、建制順に、追号関連事業も含めました主

なものを御説明させていただきます。 

 農林水産政策課は以上でございます。 

 

○楠団体支援課長 団体支援課でございま

す。 

 ５ページをお願いいたします。 

 金融対策費説明欄の赤潮被害緊急対策資金
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利子補給費補助事業は、追号提案分です。 

 赤潮被害への対応についての全体概要は、

水産振興課から後ほど説明いたしますが、こ

の関連の新規事業になります。 

 赤潮被害を受けた養殖漁業者が借り入れる

セーフティーネット資金及び漁業近代化資金

について、国の事業による利子助成の対象融

資額を超えて借り入れた資金の金利負担の軽

減を図ることを目的として、県、市町負担に

より最長５年間利払い費を支援し、実質無利

子化するものです。対象融資枠は総額14億円

を見込んでいます。 

 団体支援課は以上です。 

 

○林田流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 上から２段目、農産物流通総合対策費の右

側説明欄を御覧ください。 

 １、県産農産物県外輸送効率化緊急支援事

業は、物流の2024年問題による影響等を最小

限に抑えるため、ＪＡ等が行う出荷体制強化

に向けた話合いや輸送の効率化のためのスト

ックポイント整備に向けた実態調査等への助

成でございます。 

 ２、県南食関連事業者売上回復緊急支援事

業は、コロナ禍からの売上げ回復や熊本県南

フードバレー構想策定10周年ＰＲのため、熊

本県南フードバレー推進協議会が行う県南特

産品のＰＲイベントやモニターバスツアー等

の経費でございます。 

 ３、くまもと食と農の発見事業は、追号提

案分です。 

 当該事業を含む水産物の輸出先の確保と県

内消費の拡大の全体概要は、水産振興課から

後ほど説明いたします。 

 くまもと食と農の発見事業は、中国による

日本産水産物の禁輸措置等の影響を受ける県

産養殖魚の消費促進のため、企業の社員食堂

での利用拡大に対する助成でございます。 

 次に、下のページの１段目、国庫支出金返

納金の説明欄、地域未来投資促進事業(地方

創生未来型農業の拠点づくり支援事業)返納

金は、過年度に実施された事業の事業費確定

に伴う国庫支出金返納金です。 

 流通アグリビジネス課は以上です。 

 

○髙野農業技術課長 農業技術課でございま

す。 

 ８ページをお願いします。 

 ２段目の肥料取締事業費の説明欄、化学肥

料低減促進緊急対策事業は、国が肥料価格高

騰対策の追加対策として設けた化学肥料低減

の取組を支援する事業を県が独自に補完する

もので、県内資源である堆肥の利用促進によ

り、化学肥料の使用量削減を図る事業でござ

います。 

 堆肥の散布について、地域協議会当たり

500万円という国の助成の上限を超える取組

や国の支援メニューの対象に含まれない取組

に対して、国の単価と同額の助成を行うこと

としております。 

 ４段目の農作物対策推進事業費の説明欄、

有機農産物の消費者理解醸成促進事業は、消

費者の有機農産物への理解を促進するため、

生産現場での体験活動やＰＲ動画作成、販売

店舗の情報発信を行うものでございます。 

 ６段目の管理運営費の説明欄、飼料等高騰

対策研究加速化事業は、農研センターが肥料

高騰対策及び自動化、遠隔化のための研究に

必要な機器等を導入するものでございます。 

 農業技術課は以上でございます。 

 

○德永農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 ９ページをお願いします。 

 ２段目の農作物対策推進事業費の説明欄、

経営所得安定対策等推進事業は、国が進めて

いる畑地化に伴う土地改良区の地区除外決済

金等に対する助成で、残る組合員の負担が過
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重にならないことを目的としています。令和

５年度の要望が出そろい、増額をお願いする

ものです。 

 なお、事業の本体である国から直接農業者

に交付される畑地化支援については、要望額

が内示額を大きく上回っておりますが、希望

者は２次配分に向けた保留者として審査され

る旨国から通知がありましたので補足いたし

ます。 

 ３段目の米麦等品質改善対策事業費の説明

欄、県産麦安定生産体系構築支援事業は、県

産麦の生産安定に向けた圃場の排水対策に必

要な機械導入に対する助成で、事業要望が多

いことから増額をお願いするものです。 

 ４段目の野菜振興対策費の説明欄１、生産

資材価格高騰緊急対策事業は、土地利用型農

業、具体的には大豆と種子につきまして、生

産体制の維持強化に必要な低コスト生産のた

めの機械の導入等に対する助成を行うもの

で、支援対象を拡充し、増額をお願いするも

のです。 

 ２、攻めの園芸緊急生産対策事業は、ＰＱ

Ｃ、価格、量、コストですが、その最適化を

図るため、資材費や施工費が高騰しているハ

ウス整備等に対する支援で、事業要望が多

く、増額をお願いするものです。 

 10ページをお願いします。 

 １段目の国庫支出金返納金の説明欄、強い

農業づくり交付金等国庫返納金は、本交付金

で取得した財産の処分などによる国庫支出金

返納金です。 

 ２段目の水田営農活性化対策費の説明欄、

営農再開支援事業は、本年６月末からの梅雨

前線豪雨により被災した農業者への作物の植

え替えなど、営農再開に必要な種子代、肥料

代等に対する助成を行うものです。 

 農産園芸課は以上です。 

 

○鬼塚畜産課長 畜産課でございます。 

 11ページをお願いします。 

 ２段目の畜産振興対策事業費でございま

す。 

 説明欄、熊本県馬肉流通合理化緊急支援事

業は、県内で屠畜された安全、安心な馬肉、

馬刺しを供給するために、馬肉のＤＮＡ検査

やＱＲコードを活用した認証システムの構築

に対する助成でございます。 

 ３段目の国庫支出金返納金でございます。 

 説明欄、畜産関係事業国庫返納金は、補助

事業で取得した財産の処分等に伴う国庫返納

金でございます。 

 ４段目の循環型耕畜連携体制強化事業費で

ございます。 

 説明欄、堆肥梱包技術緊急開発事業は、堆

肥の利用を促進するため、効率的な運搬を行

うための堆肥の新たな梱包技術を開発するた

めの経費でございます。 

 12ページをお願いします。 

 ２段目、家畜衛生・防疫対策事業費でござ

います。 

 説明欄の１、家畜防疫・疫学強化体制整備

事業は、家畜保健衛生所の獣医師の密回避、

省人化、疫学調査の検査体制の整備及び機械

等の整備を行うものでございます。 

 ２、家畜伝染病防疫対策事業、３、家畜伝

染病まん延防止対策事業、４、野生イノシシ

豚熱検査体制強化事業につきましては、下13

ページで御説明いたします。 

 13ページ、豚熱対策の強化でございます。 

 本事業は、佐賀県の養豚農家で豚熱が発生

したことを受け、本県においても早急にワク

チン接種を行うとともに、野生イノシシの検

査体制の強化や県内でもリスクが高まってい

る豚熱発生の備えを行うものでございます。 

 まず、左側、現状・課題でございます。 

 平成30年に岐阜県で発生して以降、これま

でに19都県で87事例、約36万頭の豚が殺処分

されております。本州では野生イノシシの感

染が拡大していることから、本県でも、国の

要請を受け、年間250頭の野生イノシシの検
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査を実施しているところです。 

 そのような中、今年８月30日、佐賀県唐津

市の養豚場で、岐阜県での発生確認以降、九

州で初めて豚熱の発生が確認されました。ま

た、翌31日には、近隣の約１万頭飼養の養豚

場で２例目の豚熱が発生しております。佐賀

県では、緊急的な防疫措置を実施し、９月８

日に殺処分を終了、９月20日に養豚場の防疫

措置を終了しております。 

 この佐賀県での発生を受け、国は、九州全

域をワクチン接種奨励地域に追加するととも

に、野生イノシシの豚熱検査を強化するよう

要請しました。 

 本県では、９月６日にワクチン接種プログ

ラムを国に提出、12日に国の承認を受け、27

日からワクチン接種を開始しております。ま

た、９月末までに各養豚農家の飼養衛生管理

者を対象とした研修会を計８回実施し、ワク

チン接種の打ち手の確保も併せて進めており

ます。 

 なお、これまでの接種等に係る経費につい

ては、既存予算で対応しております。 

 右側、事業概要でございます。 

 ２つ目の丸、事業内容としましては、①県

内養豚農家への豚熱ワクチン接種に要する経

費、②野生イノシシの豚熱検査体制の強化に

係る経費、③本県で豚熱等が万が一発生した

場合の防疫措置に要する経費の確保となって

おります。 

 最後に、右下のイメージ図ですが、ワクチ

ン接種につきましては、県の獣医師である家

畜防疫員のほか、県が認定する知事認定獣医

師、県が登録する養豚農家の飼養衛生管理者

で接種を進めることとし、初回接種として、

現在飼養している豚31万頭、継続接種とし

て、初回接種後に生まれた子豚等、約43万頭

を予定しております。 

 なお、万が一県内で豚熱が発生した場合に

は、発生農場の全ての豚が殺処分となりま

す。 

 畜産課は以上でございます。 

 

○山本農地・担い手支援課長 農地・担い手

支援課でございます。 

 14ページをお願いします。 

 上から２行目の農村地域農政総合推進事業

費の説明欄、農地情報共有緊急対策事業は、

企業進出に伴う営農継続に向けた支援として

実施する貸借可能な農地の把握やマッチング

の取組に要する経費でございます。 

 次の国庫支出返納金の説明欄、農地集積加

速化事業国庫返納金は、過年度に農地中間管

理機構を利用した農地集積に対して交付され

た協力金、いわゆる機構集積協力金のうち、

農地の貸借契約が中途解約により交付要件を

満たさなくなったため、国庫へ返納するもの

でございます。 

 次の農用地利用集積等推進基金積立金につ

いても同様に、過年度に交付された機構集積

協力金の返納ですが、平成30年度以前におい

ては、県基金からの交付であったため、基金

へ積み戻すものでございます。 

 下から２行目、農業大学校費の説明欄、実

践力強化研修教育高度化事業は、農業大学校

における実習支援体制のデジタル化などに要

する経費でございます。 

 農地・担い手支援課は以上です。 

 

○青木農村計画課長 農村計画課でございま

す。 

 15ページをお願いします。 

 ２段目の国庫支出金返納金については、昨

年度実施した土地改良区の運営体制の強化を

支援する土地改良区体制強化事業の事業費確

定に伴う国庫支出金の返納金です。 

 農村計画課は以上です。 

 

○永田農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 16ページをお願いします。 
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 ２段目の国庫支出金返納金の説明欄、土地

改良事業国庫支出金等返納金については、農

業農村整備事業の事業費確定に伴う国庫支出

金返納金でございます。 

 ４段目の土地改良財産管理費の説明欄、土

地改良施設管理台帳システム事業について

は、農業用ダム等の県有土地改良施設の管理

台帳等のデジタル化により、施設管理の省力

化を図るものでございます。 

 ５段目の農業生産基盤整備事業費の説明

欄、単県代替農地緊急基盤整備事業について

は、半導体関連企業の進出に伴う県営工業団

地の代替農地の確保に必要な簡易な基盤整備

を緊急的に実施するものでございます。 

 同じ農業生産基盤整備事業費の債務負担行

為の設定については、玉名市の共和地区農業

生産基盤整備事業における排水機場整備に当

たり、仮設工法の変更等により、債務負担行

為の変更をお願いするものです。 

 下17ページ、２段目の海岸保全事業費の説

明欄、災害関連大規模漂着流木等処理対策事

業費については、梅雨前線豪雨により農地海

岸に漂着した流木等の処理に要する経費でご

ざいます。 

 ３段目の農地防災事業費の債務負担行為の

変更については、長洲町の平原地区農村地域

防災減災事業における排水機場の整備に当た

り、発注時期の見直しに伴い、債務負担行為

の変更をお願いするものでございます。 

 ４段目の単県農地防災施設管理費の説明

欄、県管理土地改良施設等総合マネジメント

事業については、防災ダムにおける水位情報

等をウェブ上で公開するためのシステム等に

要する費用で、増額をお願いするものです。 

 18ページをお願いします。 

 県営農地等災害復旧費の債務負担行為の追

加については、現在実施しています大切畑ダ

ム本体工事の増額変更が見込まれるため、債

務負担行為の追加をお願いするものです。 

 なお、工事契約の変更は12月議会でお諮り

する予定です。 

 農地整備課は以上です。 

 

○野入むらづくり課長 むらづくり課でござ

います。 

 19ページをお願いいたします。 

 農作物対策費の国庫支出金返納金は、説明

欄の鳥獣被害防止総合対策交付金です。これ

は、事業費確定に伴う国庫への返納でござい

ます。 

 むらづくり課は以上です。 

 

○岩田技術管理課長 技術管理課でございま

す。 

 20ページをお願いします。 

 ２段目の農業土木行政情報システム費につ

きまして、説明欄の農地情報共有緊急対策

「くまもと農地ＧＩＳ」活用事業は、農地・

担い手支援課で実施します農地情報共有緊急

対策事業の関連事業で、当該事業で把握する

貸借可能な農地の情報をくまもと農地ＧＩＳ

に登録するための経費でございます。 

 技術管理課は以上です。 

 

○宮脇森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 21ページをお願いします。 

 ２段目、国庫支出金返納金につきまして

は、説明欄のとおり、森林環境保全整備事業

で行った間伐事業につきまして、間伐を実施

した区域の一部を森林以外の用途へ転用する

ことに伴い、国庫支出金の返納を行うもので

す。 

 森林整備課の説明は以上です。 

 

○大和森林保全課長 森林保全課でございま

す。 

 22ページをお願いいたします。 

 治山費について、２段目の単県治山事業費

は、今年の梅雨前線被害の復旧に係るもの
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で、内訳は説明欄のとおり、１の単県治山事

業(県営事業)は、国庫補助の対象とならない

山地災害のうち、保安林内の復旧を県営で行

うものを20か所、２の単県治山事業(市町村

営事業)は、国庫補助の対象とならない保安

林以外の復旧工事を行う市町村に対する助成

費として５か所分を計上しています。 

 下の23ページの治山施設災害復旧費です

が、２段目の過年治山災害復旧事業は、令和

２年７月豪雨で被災した治山施設の復旧に要

する費用のうち、国庫補助の対象とならない

経費を４か所分、３段目の現年治山災害復旧

事業は、今年の豪雨で被災した３施設の復旧

に要する経費を２か所分計上しています。 

 森林保全課は以上です。 

 

○森野水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 24ページをお願いします。 

 ２段目、漁場環境等対策事業費の説明欄、

赤潮被害緊急対策事業は、今年６月から発生

した赤潮により被害を受けた養殖業者の早期

の事業再開を支援するものです。 

 また、３段目、水産物流通対策事業費の説

明欄、県産養殖魚消費拡大緊急対策事業は、

県産養殖魚の輸出先の確保と県内消費の拡大

を支援するもので、両事業について追加提案

しております。 

 補足説明ですが、26ページをお願いしま

す。 

 まず、赤潮被害への対応についてですが、

今年は、例年より１月早く、６月からシャッ

トネラ、コックロディニウム、カレニアの３

種類の有害赤潮が発生し、養殖のカンパチや

シマアジなどが大量にへい死するなど、その

被害額は約15億4,000万円と、過去４番目の

大きな被害となっております。 

 近年の養殖業は、新型コロナや燃油、資材

の高騰の影響など、厳しい状況にあり、この

ような厳しい中で、漁業者の経営努力と共済

制度の枠組みだけで、今回の甚大な被害を乗

り越えていくには相当な困難が伴います。そ

のため、関係市町と連携し、速やかに支援を

実施できるよう、今定例会に養殖業者の早期

事業再開に向けた支援のための予算を追加提

案しているところです。 

 具体的には、下段右側の事業概要ですが、

今回新たに赤潮被害緊急対策事業として、１

の養殖業者が早期事業再開に必要な中間魚の

購入や、２の赤潮の発生を抑制するための海

底耕うん等による底質改善取組を支援するこ

ととしております。 

 また、中間魚購入への支援については、下

段のイメージ図のとおり、養殖共済制度は、

餌代や人件費などの養殖に要した経費までの

補塡であることから、中間魚の購入の経費の

うち、共済制度の対象とならない部分を一部

コロナ交付金を活用し、県と市町で２分の１

を支援することとしております。 

 このほか、先ほど団体支援課から説明のあ

りました、３の赤潮被害緊急対策資金利子補

給費補助事業費を含め、今回の赤潮被害への

支援に必要な予算総額１億4,200万円を提案

しております。 

 下のページをお願いします。 

 次に、県産養殖魚の輸出先の確保と県内消

費の拡大についてですが、本県の養殖業は、

近年の資材等価格の高騰や甚大な赤潮被害が

発生する中、中国の日本産水産物の禁輸措置

等により、中国等への輸出は困難な状況にあ

り、養殖業者の経営は大変厳しい状況にあり

ます。下段左側の図に、令和４年度の本県水

産物の輸出状況を示しておりますが、昨年度

の輸出額は過去最高の27億7,000万円で、そ

のうち北米が44％と最も多く、次いで韓国36

％、中国13％となっております。 

 このような厳しい状況の中で、本県水産物

の輸出の主力であるブリ等養殖魚の新たな輸

出先の確保や県内の消費拡大への取組につい

て速やかに支援策が実施できるよう、今定例
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会に支援に必要な予算を追加提案していると

ころです。 

 具体的には、下段右側の事業概要ですが、

今回、新たに県産養殖魚消費拡大緊急対策事

業として、１の輸出先開拓のための商談活動

や、２の県産養殖魚の販売促進活動やフェア

開催等の取組を支援することとしておりま

す。 

 このほか、先ほど流通アグリビジネス課か

ら説明のありました、３のくまもと食と農の

発見緊急支援事業を含め、今回の支援に必要

な予算総額1,200万円を提案しております。 

 補足説明は以上です。 

 24ページをお願いします。 

 ４段目、栽培事業運営費の説明欄、種苗生

産業務効率化支援事業につきましては、効率

的な種苗生産体制を構築するため、タブレッ

トを活用した生産管理など、省力化につなが

るＩＴ機器等の導入に要する経費でございま

す。 

 最下段、漁業取締費の説明欄、ドローンを

用いた密漁監視体制整備事業につきまして

は、ドローンを活用した効率的、効果的な密

漁監視体制を構築するために必要なドローン

等の機器導入に要する経費でございます。 

 下のページの説明欄、漁業取締船「あそ」

法定検査業務において、債務負担行為の設定

をお願いしております。 

 これは、漁業取締船「あそ」の法定検査に

ついては、船舶検査証の有効期限である令和

６年９月までに行う必要がありますが、この

検査で交換が必要な部品が受注生産であり、

その納品に必要な期間が９か月以上かかるこ

とから、債務負担行為の設定をお願いするも

のです。 

 水産振興課は以上です。 

 

○谷水漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 28ページをお願いいたします。 

 ２段目の海岸漂着物等地域対策推進事業費

の説明欄、海岸漂流・海岸漂着物地域対策事

業につきましては、台風や大雨により海域に

流入する流木等の回収、処分等に要する経費

でございます。 

 梅雨前線豪雨などの影響により、漁業活動

に支障となる流木等の海域漂流物が当初の想

定量より増加したため、増額補正をお願いす

るものでございます。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。 

 

○藤由農林水産政策課長 農林水産政策課で

す。 

 29ページをお願いいたします。 

 令和５年度の繰越明許費の設定でございま

す。 

 表の中、農地整備課の農業生産基盤整備事

業ですとか、森林保全課の治山事業など、農

林水産部全体で合計83億円余となっておりま

す。 

 この繰越設定に関しましては、今後も国土

強靱化事業等の繰越事業が増大するといった

可能性がございますので、適正な工期設定の

ために、昨年度同様、この９月議会でお願い

をいたすものでございます。 

 続きまして、30ページを御覧願います。 

 このページの議案第12号から14号までにつ

きましては、いずれも令和５年度の農林水産

関係の建設事業に関しまして、受益市町村が

負担する経費の負担率を定めるものでござい

ます。 

 県が行う建設事業等につきましては、法律

上、その経費に関しまして受益市町村に負担

をしてもらうということができるとされてお

ります。この負担率を定めるに当たりまして

は、受益市町村の意見を聴いた上で、県議会

の議決を経て定めるということになっており

ます。 

 この議案につきましては、根拠法令ごと

に、30ページの12号、これが地方財政法関
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連、それから33ページの議案第13号が海岸法

関連、そして34ページの議案第14号が土地改

良法関連のものとなっております。 

 この各事業の負担割合に関しましては、国

のガイドライン等に基づき設定したものでご

ざいまして、受益の市町村の同意は全て得て

いるという状況でございます。 

 農林水産政策課は以上でございます。 

 

○永田農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 36ページをお願いします。 

 議案第21号、工事請負契約の締結について

お諮りします。 

 工事名は、松原地区農村地域防災減災事業

(湛防)第８号工事他合併です。 

 工事内容は、排水ポンプ設備製作据付工。 

 工事場所は、宇土市馬之瀬町地内。 

 工期は、契約締結の翌日から令和８年６月

30日まで。 

 契約金額は、17億6,695万4,024円です。 

 契約の相手方は、株式会社荏原製作所九州

支社。 

 契約方法は、一般競争入札です。 

 農地整備課は以上です。 

 

○藤由農林水産政策課長 農林水産政策課で

す。 

 38ページをお願いいたします。 

 職員による交通事故の和解及び賠償額の決

定について報告させていただきます。 

 39ページにより説明をさせていただきま

す。 

 まず、事故の概要でございますが、令和５

年２月８日に球磨郡湯前町で発生しました交

通事故に伴うものでございます。 

 事故の当事者は球磨地域振興局農林部農業

普及・振興課の職員で、相手方は個人の車両

となっております。 

 一番下の６、事故の状況を御覧ください。 

 職員が運転する車両が交差点に差しかかっ

た際に、そこから、一時停止の部分から走行

してきました相手方車両と衝突したものでご

ざいます。 

 ４番の過失割合のとおり、県と相手方の責

任が10対90ですが、５番の損害額及び損害賠

償額のとおり、物損分の相殺によりまして、

県の賠償額はゼロ、相手方の賠償額が47万 

1,464円となっておりまして、これは９月１

日に示談が成立しております。 

 交通事故防止につきましては、職場での研

修の実施や各種会議での注意喚起等、これを

一層強化してまいります。 

 農林水産政策課は以上でございます。 

 

○德永農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 41ページをお願いいたします。 

 報告第26号、一般社団法人熊本県野菜価格

安定資金協会の経営状況を説明する書類の提

出についてです。 

 概要は、次の42ページをお願いします。 

 この法人の設立目的は、１、基本情報(1)

のとおり、野菜生産出荷安定法に基づく価格

安定事業を実施することにより、野菜生産農

家の経営の安定と消費地への野菜の安定供給

を図ることを目的としております。 

 ２、令和４年度の決算の概要についてで

す。 

 (1)に今決算期の正味財産増減計算書を掲

載しておりますが、決算のポイントとなる当

期の正味財産の増減について御説明します。 

 43ページの(2)を御覧ください。 

 法人全体の今期の正味財産増減額は1,900

万円余の減額で、主に公益目的事業会計にお

ける減少によるものです。 

 主たる要因は、指定正味財産において、特

定野菜等供給産地育成事業の交付予約数量の

減少に伴い県の資金造成額が減少したため

で、造成額は交付予約数量によって毎年増減
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することから、公益目的事業を実施する上で

問題はありません。 

 なお、公益目的事業の実施に係る費用が収

益を超過し、一般正味財産が減少しているた

め、協会では、令和５年度に、構成団体の負

担金を1,000万円から1,600万円に増額してお

り、今後、一般正味財産は増加していく見通

しです。 

 ３、事業実績等についてです。資金造成に

つきましては、交付予約数量計画に基づき、

造成額は14億1,600万円余となり、そのうち

６億円余は、国の造成分として、農畜産業振

興機構で積み立て、残りの８億1,500万円余

が本協会の必要造成額となりました。 

 この必要造成額につきましては、前年度か

らの繰越しを充当し、差額は県、経済連、生

産者の３者により造成、払戻しを行っていま

す。 

 (3)の補給交付金の交付実績でございます

が、協会が実施している対象野菜のうち、ブ

ロッコリーや冬春トマトなどで、平均販売価

格が保証基準額を下回ったため、価格差補給

交付金6,600万円余を交付しています。 

 農産園芸課は以上でございます。 

 

○鬼塚畜産課長 畜産課でございます。 

 45ページをお願いします。 

 報告第27号、公益社団法人熊本県畜産協会

の経営状況を説明する書類の提出についてで

す。 

 概要は、次の46ページをお願いします。 

 この法人の設立目的は、１、基本情報(1)

のとおり、畜産農家や団体への経営指導、技

術指導及び畜産物価格安定対策等を通じた畜

産振興と畜産物の安定供給となっておりま

す。 

 ２、令和４年度の決算の概要について御説

明します。 

 (1)に今決算期の正味財産増減計算書を掲

載しておりますが、法人全体の今期の正味財

産増減額は３億3,500万円余の増となってお

ります。 

 次に、決算のポイントとなる当期の正味財

産の増減について御説明します。 

 47ページ、(2)を御覧ください。 

 その主たる要因として、肉用牛の枝肉価格

低迷や飼料高騰の影響から、全国的に肉用牛

肥育経営安定交付金が前事業期間で多く交付

されたことにより、今年度における同制度の

生産者負担金単価は全畜種で引き上げられま

した。このことにより、積立金は前年度より

大きく増加したものの、交付額は積立金と比

較して少なかったことから、当期正味財産は

増加したものとなっております。 

 ３の事業実績等についてです。(1)、(2)、

(3)が公益目的事業で、(4)が収益事業になっ

ております。 

 まず、(1)は、畜産経営体の育成、経営支

援を行うもので、県や独立行政法人農畜産業

振興機構等の事業を活用しまして、畜産農家

に対し、情報提供や経営改善指導などを行っ

ております。 

 (2)は、家畜衛生対策の推進でございま

す。家畜の疾病予防や家畜伝染病発生時の対

策などのため、ワクチン接種や家畜防疫互助

基金制度など、衛生対策を推進しておりま

す。 

 (3)は、畜産物の価格安定対策の推進でご

ざいます。肉用子牛生産者補給金制度及び肉

用牛肥育経営安定交付金制度において、生産

者積立金の管理及び補塡金の交付業務等を実

施しております。 

 (4)は、家畜の改良、登録の推進でござい

ます。家畜の登記、登録や肉用牛の産肉能力

の統計的な分析等を実施しております。 

 以上が公益社団法人熊本県畜産協会の経営

状況についての概要でございます。 

 畜産課は以上でございます。 

 

○山本農地・担い手支援課長 農地・担い手
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支援課でございます。 

 49ページをお願いします。 

 報告第28号、公益財団法人熊本県農業公社

の経営状況を説明する書類の提出についてで

す。 

 概要は、次の50ページをお願いします。 

 この法人の設立目的は、１、基本情報の

(1)のとおり、農業の発展と農家経営の安定

向上に寄与するものであり、農業公社では、

農地保有の合理化、畜産基盤の整備による農

業経営基盤の強化や農業後継者の育成確保、

農業公園の管理運営を実施しております。 

 次に、２の令和４年度の決算の概要につい

てです。 

 (1)に正味財産増減計算書を掲載しており

ますが、決算のポイントとなる当期の正味財

産の増減について御説明します。 

 次ページの(2)当期正味財産増減の主な理

由を御覧ください。 

 法人全体の今期の正味財産増減額は258万

円の増となりましたが、収益事業等会計によ

る増加によるものです。 

 その主な要因は、農業公園管理運営事業の

黒字によるものであり、当該余剰金は、次年

度に公益目的事業で使用をする予定でござい

ます。 

 次に、３の事業実績等について御説明しま

す。 

 まず、事業の中心となります(1)農地中間

管理事業による農地の貸借については、貸付

け実績で1,194ヘクタールとなりました。 

 (2)の農地の売買事業につきましては、売

渡し実績で133ヘクタールとなっておりま

す。 

 (3)の新規就農支援事業につきましては、

新規就農支援センターの活動を通じて、805

件の相談に対応しております。 

 最後に、(4)農業公園管理運営等事業につ

いてですが、自主イベント及び誘致イベント

の開催回数の増加により、入園者数は、前年

度比142％の約43万人となりました。 

 以上が公益財団法人熊本県農業公社の経営

状況についての概要でございます。 

 農地・担い手支援課は以上でございます。 

 

○宮脇森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 53ページをお願いします。 

 報告第29号、公益社団法人熊本県林業公社

の経営状況を説明する書類の提出についてで

す。 

 概要は、次の54ページをお願いします。 

 この法人の設立目的は、１、基本情報(1)

のとおり、造林、育林等の事業を行うことに

より、森林の持つ公益的機能の維持増進を図

り、林業の活性化と山村地域の振興並びに住

民生活環境の向上に寄与することを目的とし

ております。 

 ２の令和４年度の決算の概要についてで

す。 

 (1)に今決算期の正味財産増減計算書を掲

載しておりますが、決算のポイントとなる当

期の正味財産の増減について御説明します。 

 (2)を御覧ください。 

 法人全体の今期の正味財産増減額は4,716

万9,000円の減で、主に公益目的事業会計に

おける減少によるものです。その主たる要因

は、補助金収入を令和５年度に繰り越したた

めであり、公益目的事業を実施する上で支障

のない範囲での減少です。 

 55ページをお願いします。 

 ３の事業実績等についてです。 

 主要事業の実績につきましては、(1)の表

のとおりであり、これまで造成してきた資源

が充実しつつあることを踏まえて、利用間伐

の推進に努めたほか、(2)のとおり、公社の

有する知識、技術力を活用して、県からの受

託事業にも取り組んだところです。 

 森林整備課の説明は以上です。 
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○廣田林業振興課長 林業振興課でございま

す。 

 資料57ページをお願いいたします。 

 報告第30号、公益財団法人熊本県林業従事

者育成基金の経営状況を説明する書類の提出

についてです。 

 概要は、次の58ページをお願いいたしま

す。 

 この法人の設立目的は、1、基本情報(1)の

とおり、林業事業体に雇用される林業従事者

の就業環境を整備し、その安定確保を図ると

ともに、若年従事者の育成確保を促進するこ

とを目的としております。 

 ２、令和４年度の決算の概要についてで

す。 

 59ページ、(1)に今決算期の正味財産増減

計算書を掲載しておりますが、決算のポイン

トとなる当期の正味財産の増減について御説

明いたします。 

 (2)を御覧ください。 

法人全体の今期の正味財産増減額は8,458

万8,000円の減であり、主に公益目的事業会

計における減少によるものです。 

 その主たる要因は、決算時において、市場

金利の上昇により債券評価額が減少したため

ですが、公益目的事業を実施するために必要

な財源については、しっかりと確保しており

ますので、事業実施においては支障のない範

囲の減少であると考えております。 

 続いて、３、事業実績等についてです。 

 事業名の①の林業労働力確保等に関する事

業では、退職金共済や社会保険掛金の事業主

負担の助成、新規参入者を雇用した事業体へ

の助成を行っており、基金運用益を財源とし

た事業です。 

 ②以降の事業では、国や県からの補助及び

委託事業により、林業に興味がある人への林

業体験学習会や林業就業希望者への長期研

修、林業就業に関する広報活動のほか、林業

事業体への就職あっせんなどの事業を行って

おり、くまもと林業大学校の運営の一部も行

っております。 

 林業振興課は以上です。 

 

○森野水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 61ページお願いします。 

 報告第31号、公益財団法人くまもと里海づ

くり協会の経営状況を説明する書類の提出に

ついてです。 

 概要は、次の62ページをお願いします。 

 この法人の設立目的は、１、基本情報の

(1)のとおり、水産動植物の種苗の生産及び

放流並びに水産動植物の育成を計画的かつ効

率的に実施し、県民への水産物の安定供給と

海洋環境の保全に寄与することを目的として

おります。 

 ２、令和４年度の決算の概要についてで

す。 

 (1)に今決算期の正味財産増減計算書を掲

載しておりますが、決算のポイントとなる当

期の正味財産の増減について御説明します。 

 (2)を御覧ください。法人全体の今期の正

味財産増減額は933万円の減で、主に、公益

目的事業会計における減少によるものです。 

 主たる要因は、監視等嘱託員の報酬、種苗

生産に係る光熱水費の増加等ですが、公益目

的事業を実施する上で支障のない範囲の減少

となっております。 

 ３、事業実績等についてです。 

 (1)の公益目的事業である里海づくり事業

ですが、マダイ、ヒラメ、クルマエビなど９

魚種の種苗生産、配付を行うとともに、栽培

漁業地域展開協議会の事務局として、マダイ

99万8,000尾、ヒラメ57万5,000尾を放流する

など、共同放流事業を推進しております。 

 また、クマモト・オイスターやキジハタの

種苗生産技術開発試験やタイラギ等の中間育

成技術開発試験を実施しております。 

 さらに、八代漁協が行う種苗生産、各漁協
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が取り組む種苗の中間育成や放流に対し指導

や助言を行うとともに、小学生の研修の受入

れや啓発活動に取り組んでおります。 

 (2)の収益事業であるその他の事業につい

ては、養殖業の発展を目的に、クルマエビの

養殖用種苗118万尾を生産し、配付しており

ます。 

 水産振興課は以上です。 

 

○竹﨑和虎委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑は、該当する資料のページ番号、担当

課と事業名を述べてからお願いします。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って、

着座のままで説明をしてください。 

 あわせて、発言する際は、マイクを自分の

口元にしっかり向けて、明瞭に発言いただき

ますようお願いします。 

 それでは、質疑はございませんか。 

 

○前川收委員 ９ページ、農産園芸課であり

ます。 

 畑地化に伴う土地改良区地区除外等決済金

に対する助成、これは、これだけじゃなく

て、いわゆる畑地化助成金という予算が国の

ほうで提示されて、前回の委員会でしたか、

田んぼを畑地で使っているところは、もう田

んぼの助成金は出さないのでという話があっ

て、それに伴う事前の措置だったと思います

けれども、畑地化ということで、田んぼを畑

地化するという助成金が出ているということ

でありますが、私、一部聞いていた情報でい

けば、申請実態と交付金の額に物すごく大き

な差があって、申請者は多いけれども、交付

金のほうは間に合ってないというお話を聞い

ておりました。 

 その実態について、少しお話いただければ

ありがたいなと思ってます。 

 つまり、どれぐらいの申請者が県内にい

て、今回はどれぐらい交付される、残りはま

た次ということになると思いますが、果たし

て次がいつなのか、もう全く分からないの

か、分かっているのか、その点についてひと

つお話いただきたいというふうに思います。 

 ２つ目は、12ページです。畜産課、豚熱の

関係であります。 

 関門海峡をイノシシが渡ってくるなとずっ

と願っておりました。ところが、佐賀で豚熱

が発生したということでありますから、その

感染経路というのはまだ明らかではないとい

うふうには思いますけれども、一般的には、

イノシシが媒体したのではないんだろうとい

う気がしております。 

 以前に沖縄でも、豚熱がぽんと発生したと

いうこともありますから、いろんな感染経路

というのはあると思いますけれども、少なく

ともイノシシだけが感染経路じゃないという

ことが――だとすれば、物すごく広がるとい

うんですかね、どこからでも、どこにでも行

く可能性があるということだというふうに思

っておりますので、その点も含めて、しっか

りと防疫対策やっていただきたいというふう

に思いますが。これは私だけかもしれません

が、いよいよ汚染地域としてワクチンを打た

れるということでありますので、ワクチンに

対する認識というんですかね、多分、もう皆

さんのほうがよく分かってらっしゃると思い

ますけれども、ワクチンを打った豚を食べて

も、人間には全く被害はないということ、こ

れまでと全く変わらないということ、そのこ

とをきちっと知らしめていただいておきたい

なというふうに思ってまして、要らぬ風評被

害を出さないようにしていただきたいという

こと。それから、具体的に、正常化まで、全

く汚染が広がらないとして、今の状態のまま

だったら何年ぐらいで正常化するのか、これ

は想像の世界でしょうけれども、これまで過

去の実績はあると聞いておりますので、その

点について教えてください。 
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 以上です。 

 

○德永農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 委員御指摘の水田活用の直接支払交付金、

いわゆる水活交付金につきましては、令和４

年度に、５年間に一度も水張りが行われてい

ない農地は交付対象としないという具体的な

ルールが示されまして、あわせて、国におい

ては、水田の畑地化や転換作物の定着を支援

するため、畑地化促進事業を令和４年度補正

予算で250億円という大幅増額、拡充をされ

たところです。 

 本県におきましては、この畑地化の事業要

望につきましては、要望額が約46億6,000万

円に対しまして、現在の採択は４億1,000万

円ということで、採択率は９％程度でござい

ます。 

 この畑地化事業を要望された農業者は、国

の方針に基づきまして将来にわたり水稲を作

付せず、野菜や畑作物を本作化するという意

思表示をされた方でございますので、国にお

いては、引き続き採択のほうをお願いしたい

と考えているところです。 

 さきの農林水産大臣の会見で、大臣のほう

から、必要な財源を確保したいと発言されて

おりましたけれども、国に対してもしっかり

要望してまいりたいと考えております。 

 農産園芸課は以上でございます。 

 

○鬼塚畜産課長 豚熱の件ですけれども、ま

ず、今回佐賀で発生したということで、イノ

シシではないんじゃないかということで、今

国のほうが調査しておりますので、やがて感

染経路のほうについては何らかのコメントが

あるかと思いますが、今のところ、九州内で

野生イノシシから豚熱は確認されていないと

いうことからも、それ以外の、人、また車両

とか物とか、そういう形で入ってきたものが

疑われるという可能性はあると思っておりま

す。 

 そういうこともありますので、ワクチン接

種は始まってますけれども、養豚農家につき

ましては、引き続き、飼養管理衛生基準の徹

底をお願いしていくということになろうかと

思います。 

 次に、ワクチン接種、何年ぐらいかかるの

か――今接種が始まってますけれども、岐阜

で当時発生したときには、完全に正常化にな

ってからもワクチンを打ちながらやっていく

んですけれども、10数年かかるというふうに

言われてましたけれども、それ以降、ずっと

感染が度々本州のほうでは起こってて、今回

九州も入っているということなので、今回ワ

クチン接種を進めて、完全に豚熱の発生が確

認されなくなったとしても、やはりそれぐら

いの期間は最低でもかかるのではないかとい

うふうに思いますけれども、これについて

は、当分の間はワクチンを打ち続けていくと

いうことになるかと思います。 

 畜産課は以上です。 

 

○前川收委員 安全性……。 

 

○鬼塚畜産課長 すみません。ワクチンを接

種した豚については、過去にもずっとワクチ

ンを打った豚も流通しているということか

ら、全く問題はないというふうに考えてます

し、これについても、マスコミというか、ま

たはいろんな形で県民の皆様にもお伝えして

いくということにしたいと思っております

し、豚熱に感染した豚は、もう完全に流通し

ないということですので、それも含めて広く

周知していきたいというふうに考えていま

す。 

 以上です。 

 

○前川收委員 まず、最初の農産園芸課の話

なんですけれども、畑地化に伴う助成金が、

全国トータルの予算としてはまず250億の予
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算があると。そのうち、熊本県の要望が46億

と。５分の１はもう熊本県。多分全国でもか

なりの部分で、たくさん要望があってるんだ

ろうと思います。だからこそ、本県の今回適

用されるのが４億1,000万ということであり

ますから、要望の10分の１以下という状況が

あるということでありますので、これは、も

し交付されないままに、水田畑地化の事業は

終わる、補助金も出ない、その後畑地化事業

にも補助金が出ないという、どっちも取れな

いという状況が生まれるのかなというふうに

心配をいたしておりますが、その点の確認は

できていますでしょうか。 

 

○德永農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 現在のところ、畑地化支援事業の対象にな

らない方につきましては、引き続き水活交付

金のほうを活用できるというふうになってお

りますので、そこは、水張り等しながら、し

っかり水活交付金を活用いただきたいと思っ

ております。 

 あわせて、畑地化のほうを希望される方に

つきましては、国のほうには引き続き要望し

てまいりたいというふうに考えております。 

 農産園芸課は以上でございます。 

 

○前川收委員 すみません。水張りという話

がありました。当然水張りしないと田んぼじ

ゃないというその要件はよく分かりますが、

これまではその要件がなくて、田んぼを畑地

で使ってて、特に地震の後なんていうのは、

水利施設が被災して、なかなか水を引こうと

思っても引けないところがあって、それでも

一応水田活用という形の中で畑地利用して、

交付金ももらってらっしゃったという特別な

事情もあるというふうに思います。 

 仮に水張りがやっぱりできないと、５年に

１回ができないということ、去年からですか

ら、去年から起算して５年間だから、あと４

年ぐらいはあるのかなとは思いますけれど

も、５年に１回という話であれば。その間に

畑地化事業の交付金が来れば、それは多分大

丈夫だと思いますけれども、そこはやっぱり

しっかり見ていっていただかないと、物理的

になかなか難しい部分もあるし、もう既に復

旧を諦めた農地もあると思います、地震や災

害等で。それでも地目はずっと田んぼのまま

でしたから、田んぼとして活用してきて、そ

の田んぼを転作して、交付金が来るという今

のシステムは、ある面農家にとってはとても

助かる政策だったわけでありますので、そこ

はしっかり、課長、もう１回、この後も追い

かけていただきたいと思いますし、いずれに

しても、46億分の今時点の申請があって、４

億円しか交付されないということであれば、

これは農家が不安を持つのはもう当たり前の

ことでありますから、うちはいつできるのか

という話になると思いますので、ぜひそこも

丁寧に対応していただきたいと思いますし、

国のほうにもしっかりと働きかけを――これ

はもう全国的な運動としてやらなきゃいけな

いような気がしますけれども、ぜひそのよう

な取組をお願いしたいと思います。 

 答弁は要りませんけれども、もし５年間の

中で水張りができなかったらどうなるのかお

答えいただけますか。去年からですから、あ

と４年かな。 

 

○德永農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 ５年後のことにつきましては、国から明確

な方針というのは出ておりません。 

 令和４年度から開始しておりますので、令

和８年までに水張りをしない水田につきまし

ては、令和９年からは、水田活用交付金の対

象外ということになります。 

 実際、畑作物、災害復旧の事業も含めまし

て、麦、大豆、ソバ、飼料作物というのは、

もう交付金なくしてはやっていけないという
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作物でございますので、そちらについては、

別途の助成制度を設けていただくなり、支援

を設けていただくなりということを今国に対

しては要望しているところでございます。 

 農産園芸課は以上でございます。 

 

○前川收委員 そういう非常に困った状態が

今あるということで、農家が不安を感じてら

っしゃるという前提の中でしっかり頑張って

いただきたいというふうに思います。よろし

くお願いします。 

 それと、豚熱の関係でありますけれども、

いつになるか分からないということでありま

すから、正常になるまではですね。 

 多分このワクチンを打つことによって生じ

る費用的なデメリットは当然ありますけれど

も、流通関係では、海外輸出はできないとい

うこと以外に何かありますか、デメリット。

手間がかかったり費用がかかったりするのは

当然ですけれども。 

 

○鬼塚畜産課長 ちょっと今考えられるデメ

リットというのは基本的にはないかと思いま

す。費用とか手間とか、輸出ができないとい

うことはありますけれども、それ以外は、通

常の病気というか、であれば、通常にワクチ

ンとかも、他の病気でも打ってますので、同

じかと思います。 

 以上です。 

 

○前川收委員 我々も冷静に受け止めなが

ら、少し息の長い、時間がかかる話でしょう

けれども、しっかり取り組みいただきたいと

思います。 

 私は以上です。 

 

○竹﨑和虎委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○前田敬介委員 27ページの輸出先の確保と

県内消費の拡大のところなんですけれども、

今、多分中国の輸入が止まって、かなりの在

庫が冷凍で保管されているというふうに聞い

ているんですけれども、その冷凍されたもの

にも多分賞味期限というのが乾燥していって

あると思うんですよね。 

 それをできるだけ早くさばかないといけな

い中で、昨日ちょっとネット環境を見てみた

んですけれども、北海道のホタテとか、どこ

ですかね、ほかのところのブリとか、応援企

画という形でネットで検索すれば出てくるん

ですが、熊本天草のブリというのが、その応

援企画というか、消費を促すような形で広報

されてない状況が、ネットの中で今あると思

うんですよね。ふるさと納税はじめ、さとふ

るとか、そういうところに対して県が伴走で

きないのか。 

 それと、今コロナ禍の後で、多分いろんな

加工品の自動販売機がたくさん設置されてい

ると思うんですけれども、それに、販売でき

る加工品を作る伴走、多分委託とかされて、

加工品を作ると思うんですけれども、そうい

うところに助成ができないのか、そういうも

のはないのか、お答えいただければと思いま

す。 

 

○森野水産振興課長 今お話のありました養

殖魚の消費拡大といいますか、取組の中で、

加工の話もありましたけれども、消費拡大に

おきまして、やっぱり消費者の嗜好性といい

ますか、それを踏まえた販売活動展開が必要

だと考えております。 

 そういった中で、県におきましても、これ

までも養殖魚の加工品、そういった中で、新

たな商品開発とか、そういう取組を支援して

おります。 

 これまで開発した商品としましては、ブ

リ、それからマダイのレトルト商品ですね、

そういったものを開発されておりまして、一

部の商品におきましては、ふるさと納税の返
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礼品としても活用されているという状況でご

ざいます。 

 そういった中で、やはり今、先生御指摘あ

りましたように、これだけ厳しい中で、そう

いった加工品の開発についても、さらに進め

ていく必要があると考えておりますので、国

の事業も活用しながら、消費拡大に向けた取

組を進めていきたいと考えているところで

す。 

 

○前田敬介委員 その中でも促進する、先ほ

ど言ったように、どれだけ検索しても引っか

からないんですよね。やはりそういうところ

をどんどん表に出して、少しでも消費を促す

ようによろしくお願いいたします。 

 

○竹﨑和虎委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○西聖一委員 質問が重なって申し訳ありま

せんが、２点だけ。 

 １点は、豚熱の13ページの件ですが、次回

からは手数料を取るようになってるんですけ

れども、１回目は、そのワクチン代を国が無

償提供だったのかなと解しますが、その手数

料を取るというのは、県の負担分をここで回

収するという意味なのかというのと、県の接

種員と民間の方とはえらい差があるんです

が、この考え方はどういうことか、ちょっと

教えていただきたいこと。 

 もう一つは、27ページの輸出拡大の件で、

右の段の３番目の企業の社員食堂に補助する

という考え方、別にこれは悪くはないんです

けれども、企業で社員食堂を持っているとい

うのはもう限られているから、大体どういう

企業なのかなというのと、給食については、

もともと学校給食もありますし、病院給食も

あるので、そういうところまで広げていくと

いう構想はあるのかないのかをちょっとお尋

ねしたいです。 

 

○鬼塚畜産課長 豚熱ワクチンの手数料につ

きましては、まず初回接種分につきましては

無料ということになっております。ただし、

その後生まれたやつの継続接種が定期的に必

要になりますけれども、これについては、ま

ず、県の家畜防疫員で打つ手数料については

１頭当たり270円、それと、農家の飼養衛生

管理者、登録された管理者または認定獣医師

が打つ分については１頭当たり70円の手数料

を頂くということで、これは純粋に、70円に

つきましては、ワクチン代、国が半分持つん

ですけれども、それにしても、ワクチン代プ

ラス、県のほうで冷蔵したりとか、管理する

分が、それとか交付の手数がありますので、

その分を積算して70円ということにしており

ます。 

 270円のほうは、ワクチン代プラス、それ

に伴う人件費とか、注射の機械とか、そうい

うやつを積み上げていって設定しておりま

す。 

 この金額については、九州各県、基本的に

は似たような数字になっておりますので、こ

れについては頂くということでお願いをして

いくということでございます。 

 以上です。 

 

○林田流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課です。 

 くまもと食と農の発見事業につきまして

は、６月補正予算で承認いただきまして、県

産食材を社食で利用する場合に補助するとい

うようなものです。 

 今回、県産の養殖魚が中国の輸入停止によ

って打撃を受けているということで、なるべ

く早くに影響緩和といいますか、対策を打つ

ということで、６月補正で進んでたやつの中

に上乗せで、今度、魚を使用する場合には、

上乗せで支援するというようなものの予算化

をお願いしているところでございます。 
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 今後、学校給食とか病院とかも検討しまし

たけれども、今のところはちょっと、なるべ

く早く進めるということで、社食での６月補

正予算での上乗せというようなことで取り組

む予定でございます。 

 以上です。 

 

○森野水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 学校給食の活用について、補足ということ

で、うちのほうの取組を説明させてもらいた

いと思いますけれども、学校給食につきまし

ては、コロナ禍の中で、コロナ交付金を活用

して学校給食に提供したという活用事例がご

ざいまして、今回、禁輸措置とか、そういっ

た中で国のほうでも支援策というのを具体的

に今検討されておりますので、そういったの

も見ながら、今後必要な対応については検討

していきたいということで考えております。 

 

○西聖一委員 豚熱のほうは、各県も同様な

取組をするということで理解をいたしますけ

れども、大きな養豚農家は自前で接種したり

しますから、結局、県の高いほうに頼るもの

は小さい零細農家のほうに負担が逆に来るん

じゃないかなという、ちょっと心配するんで

すよね。やっぱり零細農家の――零細と言っ

てもいかぬですけども、小さい農家のほう

が、どちらかといえば補助をしてくれという

立場になるんだろうかなとちょっと思ったも

のですから、そこは検討――各県横並びであ

れば、やむを得ない部分もありますが、検討

していただければと思います。 

 それから、学校給食のほうも、今後検討し

ていくということですけれども、地産地消で

あり、国産国消で今進めていく中で、県民運

動で、熊本県のものを食べましょうよという

運動に前向きに取り組んで、ぜひともお願い

したいというふうにお願いします。 

 

○竹﨑和虎委員長 要望でいいですか。 

 

○西聖一委員 はい。 

 

○竹﨑和虎委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○鬼塚畜産課長 すみません。畜産課でござ

います。 

 先ほどのワクチンの件ですけれども、先ほ

ど御説明しました、９月末までに８回の研修

会を実施して、養豚農家の飼養衛生管理者の

方が、延べで459名の方が受講いただいて、

今登録を進めているところです。 

 全体として180ぐらいの農場がありますけ

れども、今農家で実際研修を受けた方、今後

登録されるであろう農場数からいくと、159

農場は自分たちで打ちたいということで今準

備をされてますので、残りが20ちょっととい

うことになりますので、家畜防疫員が打つ農

家数というのは少なくなって、やっぱり零細

というか、小さい、中小の方が多いと。この

方々につきましても、なるべく自分のところ

で打っていただけるように、今家畜保健衛生

所のほうからも、指導なり、いろんな形でフ

ォローしているところです。 

 以上です。 

 

○竹﨑和虎委員長 失礼しました。ほかに質

疑はございませんか。 

 

○前川收委員 いいですか。すみません、２

回してあれですけれども、もしほかになけれ

ば。 

 51ページ、農業公社の事業決算概要の報告

をいただきました。 

 その中で、３番、51ページになりますけれ

ども、事業実績の中で、農地中間管理機構の

事業を農業公社のほうでやっていただいてま

すが、３番の(1)の農地の貸借ということ
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と、その下の売買という、(1)と(2)が数字が

出てますが、借入実績、貸付実績、それぞれ

上がってきておりますけれども、これは令和

４年度の数字ですけれども。これ、経年でど

う変化してきているのかということがちょっ

と分かればありがたいなというふうに思って

ます。 

 これは、下の(2)番もそうなんですけれど

も、今集約化事業等々を使いながら、農地を

どんどん集約化して、そして、新しい人たち

がそれを使えるように、もしくは地域で使え

るようにということを推進してきておりまし

て、この農地中間管理機構のこの仕事という

のは、全国に熊本県が先駆けて、農水省より

も早くやり始めた事業だったというふうに思

ってます。 

 経年の推移について、今ここでは資料がな

いと思いますけれども、教えていただければ

と思いますので、後ほどでも結構です。よろ

しくお願いします。 

 

○山本農地・担い手支援課長 農地中間管理

事業の貸借でございますけれども、大体年間

1,000ヘクタールを超える貸付実績で推移を

しております。現在、Ｒ４年度につきまして

は、51ページの３の(1)のところで、1,194ヘ

クタールということでございますけれども、

３年度につきましては1,449、令和２年度に

ついては1,563ヘクタール、Ｒ元年度につい

ては1,078ヘクタールということで、1,000ヘ

クタールを超える実績となっております。 

 で、年度ごとにこの面積が増減しておりま

すのは、それぞれ貸付けの希望だとか、そう

いったもので変動をしておりますけれども、

大体1,000ヘクタールを超えるような貸付け

が進んできているということでございます。 

 そして、現在、地域計画、人・農地プラン

が法定化されまして、地域計画を策定すると

いうふうになっておりますので、今後は、こ

の地域計画の中で、農地の集積あるいは集

約、そういったものが進んでくると思います

ので、この地域計画とセットで農地中間管理

機構の貸借、そして担い手の集約化というの

を進めてまいりたいというふうに考えており

ます。 

 農地・担い手支援課については以上でござ

います。 

 

○前川收委員 下のほうはどうですか、売り

買いのほうは。 

 

○山本農地・担い手支援課長 売買につきま

しては、昨年度の数字しかちょっとあれなん

ですけれども、Ｒ４年度につきましては、 

133ヘクタールということでございます。３

年度については153ヘクタールということ

で、大体100ヘクタールを超える数値で推移

をしているというふうに聞いております。 

 で、こちらの売買については、現場で農業

委員会あるいは農地利用最適化推進委員が現

場を回る中で、こういうマッチングをしてい

るということで、引き続き、この取組につい

ても進めてまいりたいというふうに考えてお

ります。 

 農地・担い手支援課については以上でござ

います。 

 

○前川收委員 しっかり頑張ってください。 

 基幹農家がどんどん減っていっているとい

うのはもう皆さん御承知のとおりでありまし

て、農地は減らないわけでありますから、耕

作放棄地は別として、一般的な農地というの

はあまり減らないわけですから、いかに基幹

農家にこの農地を使っていただけるように持

っていくかということが、これから先の農業

には非常に大きな部分であり、この農地中間

管理機構が、農業公社が担うべき役割という

のは物すごく大きいというふうに思いますの

で、しっかり頑張ってください。 

 経年の表は後でお願いいたします。 
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○山本農地・担い手支援課長 はい。 

 

○竹﨑和虎委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○髙井千歳委員 ありがとうございました。 

 ちょっとお尋ねというか、要望になってし

まうかもしれないんですけれども、今後、地

下水保全地域による水田湛水と営農のバラン

スなんですけれども、先ほど、畑地化で補助

金を使って小麦などを作りたいという方がい

らっしゃる中で、今後、その地下水保全地域

においては、その農家さんに水田湛水をお願

いしていくという中で、水田湛水を強いられ

るというか、その農家さんが自由に選択がで

きるようにお願いしたいなと思うんですけれ

ども、いかがでしょうか。 

 もちろん自由に選択はできると思うんです

けれども、今後、地下水の涵養10％から100

％に求めていくという中で、地下水涵養が増

えていく中で、農家さんたちに、特に地下水

保全地域の農家さんたちに積極的に冬期の水

田湛水というのを求めていく方向になると思

うんですけれども。やはりその同調圧力では

ないですけれども、そういう強いられること

がないようにということはちょっとお願いし

たいんですけれども、いかがでしょうか。 

 

○髙野農業技術課長 農業技術課でございま

す。 

 水田の湛水による地下水の涵養につきまし

ては、今大変重要な問題だと認識しておりま

す。 

 本県としましては、地下水と土を育む農業

推進条例というものをつくって、地下水の量

と質につきまして重要視し、ずっと継続して

続けております。 

 その中で――とはいいながらも、この水田

湛水による地下水涵養、あくまで農業として

の一環として見れるように進めていかなけれ

ば、農業者をないがしろにするようなことを

してはいけないというふうに考えているとこ

ろです。 

 現実には、大津町を中心としました白川の

中流域、大津、菊陽ですね、この辺りが一番

吸収がいいんですけれども、最近は、その周

辺の台地部辺りでも、水田への湛水、あるい

はお米を作る以外も、例えばニンジンを作っ

ている畑についても、ニンジンを植える前の

空いている期間に１か月だけでも水をためて

いただくとか、そういったことも含めて、農

家が不利益にならないように十分配慮しなが

ら、環境部局と一緒に進めているところでご

ざいます。 

 以上です。 

 

○竹﨑和虎委員長 よろしいですか。 

 

○髙井千歳委員 ありがとうございます。 

 

○竹﨑和虎委員長 ほかに質疑はありません

か。――なければ、以上で付託議案等に対す

る質疑を終了します。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第１号、第12号から第14号ま

で、第21号及び第55号について、一括して採

決したいと思いますが、御異議ありません

か。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○竹﨑和虎委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外５件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○竹﨑和虎委員長 異議なしと認めます。よ

って、議案第１号外５件は、原案のとおり可

決することに決定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 
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 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査とすることを議長に申し出ることに

してよろしいでしょうか。 

  （「はい」｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○竹﨑和虎委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申出が２件あっておりま

す。 

 まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、質疑を受けたいと思います。 

 それでは、順次報告をお願いします。 

  

○藤由農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 私のほうから報告事項を２つさせていただ

きます。 

 まず、報告事項１で、別紙のペーパーにな

っておりますけれども、６月28日から７月３

日にかけての大雨の農林水産部関係の被害及

びその対応についてでございます。 

 １枚おめくりいただきまして、上段の被害

額の表のとおり、３段目までが農業関係の被

害となっておりまして、右側のほうの欄に主

な被害地域とございますが、上益城地域、阿

蘇地域を中心に被害が報告されております。 

 ４段目の林業関係では、山腹崩壊、林道等

の被害が球磨、上益城等で、それから５段目

の水産関係でも、一部被害が報告されており

ます。 

 被害総額は99億8,500万円、約100億円とな

っておりまして、昨年の台風14号を上回る被

害規模というふうになっております。 

 これに対する当部の対応としましては、こ

の下段になりますが、まず、農産物の品目ご

とに、事前、事後の対策を取りまとめました

技術情報を農家等に周知いたしまして、被害

発生の防止に努めたところでございます。 

 それから、２つ目のポツで、被害の大きい

益城地域では必要な緊急対応も行っておりま

す。 

 それから、３つ目のところで、今回の大雨

による被害につきましては、８月30日付の政

令によりまして激甚災害に指定されまして、

農地等の災害復旧事業に対する国庫補助率が

１割程度引き上げられるという国の手厚い財

政支援が受けられるということになっており

ます。 

 農地等の復旧経費に関しましては、先ほど

各課から御説明いたしましたが、今回、合計

約20億円余の補正予算を提案させていただい

ているところでございます。 

 それから、次に、２つ目の報告に移りま

す。 

 もう一枚の②の宅地造成及び特定盛土等規

制法への対応についての資料を御覧願いま

す。 

 １枚おめくりをお願いいたします。 

 盛土規制に関しましては、土木部と農林水

産部が連携して対応するものでございます

が、今後、市町村への説明等の動きが出てま

いりますので、今回その概要を報告させてい

ただくものでございます。 

 なお、建設常任委員会におきましても、本

日土木部のほうから同様に御報告をさせてい

ただいております。 

 まず、１の背景・必要性にありますとお

り、令和３年７月、静岡県の熱海市で、大雨

による盛土の崩壊で大規模な土石流災害が発

生いたしましたが、これまで、宅地造成、あ

るいは林地開発、農地転用といった各開発行

為を各法律で規制していたものの、盛土等の

規制が必ずしも十分ではないということでご

ざいました。 

 そこで、２番目の法律の概要案のとおり、

新たに、いわゆる盛土規制法が制定、施行さ

れまして、危険な盛土等を全国一律の基準で

包括的に規制することとなりました。 

 県は、この法律に基づきまして、基礎調査

を実施いたしまして、盛土等を規制する区域
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を指定するということになっております。 

 同法による規制区域に関しましては、資料

の右下にポンチ絵がございますが、これの

(1)のとおり、２つの区域がございまして、

左から、市街地や集落などを対象としました

宅地造成等工事規制区域とその周辺となりま

す特定盛土等規制区域というふうになってお

りまして、それぞれ、災害防止の観点から、

できる限り広く指定することというふうにさ

れております。 

 それから、その右側の(2)の絵にございま

すとおり、規制の対象となる盛土等は、宅地

の造成、それから残土処分といった盛土や切

土、それから、下のほうのストックヤードで

の一時的な土石の堆積などとなっておりま

す。 

 左側、３の県の対応でございますが、土木

部と農林水産部におきまして、昨年の10月に

プロジェクトチームを設置いたしまして、予

備的調査を既に実施しております。 

 ４番目の今後のスケジュールのとおり、今

後、基礎調査に着手しまして、市町村への説

明をしっかり行った上で、令和６年度には規

制区域の指定、そして令和７年度に許可、届

出制の運用を開始したいと考えております。 

 報告は以上でございます。 

 

○竹﨑和虎委員長 以上で執行部の報告が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はありませんか。――よろしいです

か。 

 それでは、なければ、以上で質疑を終了し

ます。 

 最後に、その他で委員から何かございませ

んか。 

  

○橋口海平委員 すみません。この前、別の

会でちょっと総合土木の話を聞いたので、私

もちょっともう一回聞きたいと思いまして。 

 今熊本は、様々な災害があっている中で、

そのときも、技術職が少なくなってきている

というお話をされて、今回の定例会でも、総

務部長が、入ってくる子たちに手応えを感じ

ているというような答弁がありました。 

 今現状、農林水産部としてはどのように捉

えているのかというのと、あと、今どういう

取組をしているのか、また、入ってきている

数は増えてきているのかというのをちょっと

お伺いしたいと思っています。 

 

○深川審議監 政策審議監の深川でございま

す。 

 私のほうが総合土木についても面接をさせ

ていただいていますので、学生さんの状況と

いいますか、その辺も含めて御報告させてい

ただきます。 

 今現在、昨年まで、通常のいわゆる採用試

験の枠をやっておったんですが、なかなかそ

れでは厳しいということで、民間と同様にと

いうことで、３月からＳＰＩ試験というもの

を導入しております。 

 ＳＰＩ試験といいますのは、いわゆる民間

で受けるような一般教養と、あとプラス面接

ということで、かつ、合否採用も、５月ぐら

いにはもう出して、早めに確保していくとい

うものでございます。 

 その結果、相当伸びまして、20名の枠に対

して20数名、30名近くの方に応募をいただき

まして、結果的に20名前後の方を確保させて

いただきました。 

 で、もう１点、ただし、一般の枠のほうも

同じぐらいの枠で募集をかけたんですが、や

はりＳＰＩのほうで、少し前食いといいます

か、先食いをされたところもありまして、結

果的には、一般枠のほうはそんなに応募はあ

りませんでした。ただし、結果的には、トー

タルでは、当初予定していた枠は確保できた

つもりではございます。 

 ただし、現実的には、今年度から、名簿登

載期間といいまして、来年の４月、必ずしも
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入らなくていいという、緩和といいますか、

３年間有効期間を設けました。したがいまし

て、中には、大学院に２年間行った後行きま

すという方もいらっしゃいまして――最初は

そういった方、プラス、国ですとか民間を選

ばれて内定辞退をされた方、そんな方もいら

っしゃいましたので、最終的には、枠を少し

やはり下回っている状況でございます。 

 ただ、面接をした限りは、皆さん非常にや

はりやる気のある方が多うございまして、一

つ私は、なるほどなと思いますのは、最近、

就職の流動化といいますか、すぐ辞める方も

多い反面、民間を辞めて県庁を受けられる方

もやっぱり多いんですよ。 

 で、おっしゃったのが、民間をやって初め

てその自治体の仕事の重要性がよく分かっ

た、そういう中でやはり大きいのは防災であ

るとか、そういう災害対応、そういったもの

に非常に関心が強い方たちが来ていただける

のであれば、非常に問題意識を持った優秀な

方たちが入っていただけるのかなと。 

 あと、私どもがどういうふうにそういった

状況を今就職の活動をされている方たちに伝

えていくか。どうしても皆さん、ＣＭとかで

海外に行かれるゼネコンであったりとかコン

サルであったりとか、そういうところに目が

向いてらっしゃる方もいらっしゃいますの

で、我々も、自治体としては、自治体の公共

事業の大切さ、農業土木であれば、それによ

って生産基盤を培っていく、それとダムと

か、そういったものをどうやって伝えていく

かというのが重要かなというふうに考えてお

るところでございます。 

 ちょっと長くなりましたが、以上でござい

ます。 

 

○橋口海平委員 様々な取組をして、少しで

も多く入ってくるような努力をされていると

いうようなお話がありました。本当にいいこ

とだなとは思っております。 

 また、入ってきた若い子たち、若い子とい

うか、総合土木の職員さんたちとちょっと話

す機会がありまして、その際に、その子たち

は５年目だったんですが、私たちは、３年と

２年別れて、両方勉強させられていると。技

術も違えば、関係法令も違うと。もう中途半

端になってしまって、プロフェッショナルと

いうか、果たして２つ完璧に覚えることがで

きるのかというような心配があって、それを

どう考えていいのかというのと。私たち、今

後どうなっていくのかが分からないと、果た

してこのまま振り分けられるのか、それとも

このままいくのか。で、振り分けられたとき

は、自分の希望がかなうところに行くのかと

いうような心配があってたので、その点につ

いてちょっとどう考えているのかお聞きした

いと思います。 

 

○深川審議監 いわゆる一般土木と農業土木

の総合土木化につきましては、平成30年度の

採用試験から実施いたしまして、令和元年度

の入庁者から実際に総合土木化しております

ので、今現在５期目といいますか、そういう

状況でございます。 

 で、目的といたしましては、申し上げたよ

うに、非常に志望者が減ったことで、採用枠

を確保するためにやったことなんですが、お

っしゃるとおり、皆さん志向はございます。

やはりどうしても工学部の方は、一般土木を

志望していらっしゃいますし、農学部御出身

の方は農業土木、ただ比率でいくとどうして

もやはり一般土木のほうが多いというのは実

態でございます。 

 ただし、皆さんにお聞きすると、どちら

も、公共事業として、我々は使命感を持って

やってるので、どちらに配属しても――必ず

我々は質問の中で、どちらをやりたいですか

と聞くんですが、お答えをされる反面、どち

らに配属されても一生懸命頑張るといったこ

とは聞いております。 
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 ただ、今現実の言葉として、そういう形で

両方はなかなか難しいというお話があったと

いうことなんですが、我々としては、最初の

１～２回は両方経験するんだけれども、なる

べく総合土木というよさを生かすためには、

垣根を減らしながら、なるべく要望を固定し

ないように、自分はこちらの分野に行きたい

ということであれば、そちらを優先するよう

な、そういう配置は心がけていきたいという

ふうに思っているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○橋口海平委員 その若い職員と話したとき

に、面接のときは多分どっちでもいいと言う

と思うんですけれども、違うほうに行ったら

ちょっと辞めようかなと思っているという子

が結構いるというような話があってました。 

 それが学生とかまで伝わって、県庁に入っ

ても技術者として好きなところに行けないよ

というような話があったら、ますますちょっ

と受ける人が少なくなるんじゃないかなと危

惧しております。 

 で、これは農林水産部だけの話じゃないと

思いますので、土木部だったり総務部、一度

ちょっとお話をしていただければ、今後どう

いうふうに、いいふうに人材を採っていける

かとか、そういう活用できるかというふうな

話ができればと思いますので、どうぞよろし

くお願いいたします。 

はい、要望で。 

 

○竹﨑和虎委員長 ほかにございませんか。 

 

○山口裕委員 すみません。今話をお聞きし

て、配置である程度やっぱり技術、やってん

だな――実は、この前、これも与太話だった

んですけれども、やっぱり育成の流れという

か、５年たったということもありましょう

し、やっぱりその当事者が分かりやすい育成

の考え方というのは、今県庁内にもそんなに

ないでしょうし、やっぱりそういったことは

まとめたほうがいいんじゃないかなと、今直

感的に思いましたし、ちょっと与太話で、今

後その技術者をどう育てるか、確保するかの

話をしたときに、やっぱりそういう考え方、

方針をしっかりまとめて――今配置で頑張っ

てますと――現実的な対応も分かるんです

が、やっぱり育成のプログラムつくっていい

んじゃないかなと思いますけれども。よろし

くお願いします。 

 

○竹﨑和虎委員長 ほかにございませんか。

なければ、以上で本日の議題は全て終了いた

しました。 

 最後に、要望書が７件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 それでは、これをもちまして第３回農林水

産常任委員会を閉会します。 

  午前11時36分閉会 
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